








「解答又は解答例」 

問１：第 2 財の価格が下落した場合、所得効果としては実質的に増加した方向に進む。第 2

財が下級財であるため、第 1財の需要量は増加し、第 2 財の需要量は減少する。一方、代替

効果としては、第 2 財の需要量が増加し、第 1 財の需要量は減少する。よって、第 1 財の

均衡消費量は増加するか減少するか分からず、第 2 財は必ず増加する（ギッフェン財では

ないため）。 

問 2：厚生経済学の第 1 基本定理は、ワルラス均衡での消費パターンはパレート効率的であ

ると主張する。第 2 基本定理は、パレート効率的である消費バターンは、適切な所得再分配

などが為されれば、どのワルラス均衡にも誘導することができると主張する。 

これらの基本定理が必要とする仮定には以下のようなものがある。 

・ 市場が完全であること：独占・寡占などの市場は不完全市場は現実には多く見られ、経

済学のモデルとしてはクールノーやベルトランモデルが挙げられる。

・ 外部性が無いこと：現実には正の外部性（外部経済）も負の外部性（外部不経済）も存

在する。よって、例えばピグー税を課すことによって理想的な均衡へと導くことができ

る。

・ 製品が画一であること：実際には製品は差別化されていることが多く、好みを表す水平

的差別化や質の違いを表す垂直的差別化の双方が現実には見られる。

他の仮定の例としては、公共財がないこと、完全情報であること、取引費用が掛からないこ

となどが挙げられる。 

問 3： 

(1) 対立仮説： 統計的仮説検定において、帰無仮説が誤っている場合に採択される仮説。

研究者が実証したい主張を表し、データに基づいてその妥当性を判断する際の基準となる。 

(2) 摩擦的失業： 労働者が転職や就職活動の過程で一時的に職を失う失業。景気変動とは

無関係に生じ、労働市場での情報の不完全さや地域・職種のミスマッチが原因となる。 

(3) 最大多数の最大幸福： 功利主義の基本理念で、社会全体の幸福の総量を最大化する行

為が道徳的に正しいとする考え方。政策判断や経済福祉の評価基準として用いられること

が多い。 

(4) 裁定取引： 同一資産が異なる市場で異なる価格をつけているとき、その価格差を利用

して無リスクで利益を得る取引。市場の価格調整を促し、効率化に寄与する役割を持つ。 

(5) 合成の誤謬： 個々の主体にとって正しい行動が、全体では望ましくない結果を生むと

いう誤り。例えば、個人が貯蓄を増やすと全体の需要が減り、景気が悪化する場合がある。 

(6) 負の外部性： ある経済主体の行動が市場を通さずに他者へ悪影響を与える現象。公害



や騒音などが典型例で、社会的費用を内部化するために課税や規制などが行われる。 

(7) 限界消費性向： 所得が 1 単位増加したとき、消費がどれだけ増えるかを示す比率。高

いほど所得増加が消費に回りやすく、景気刺激政策や乗数効果の分析で重要な概念となる。 

(8) 逆選択： 取引の前段階で情報の非対称性があるため、リスクの高い側だけが市場に残

る現象。保険市場では健康状態の悪い人が加入しやすくなるなどの問題が起きる。 

(9) 需要の所得弾力性： 所得の変化率に対して、財の需要量がどれほど変化するかを示す

指標。1 を超えるとぜいたく品、1未満なら必需品など、財の性質を分類する際に利用され

る。 

(10) 国内総生産（GDP）： 一定期間に国内で新たに生産された財やサービスの付加価値

の総額。経済活動の規模や成長率を示す代表的な指標で、国際比較や景気分析にも用いられ

る。 

 


